




　2018 年 6 月から 8 月に義務教育終了段階の 15 歳を対象とした国際学習到達度調査
（PISA）（以下，「PISA」とする。）が実施され，わが国の「読解力」が低下したと報じ




















（1） 毎日新聞「日本の 15 歳，読解力が 15 位に急落　国際学習到達度調査」
　　 （https://mainichi.jp/articles/20191203/k00/00m/040/132000c（アクセス：2019 年 12 月 4 日））を参照された
い。
（2） 讀賣新聞「日本『読解力』急落 15 位」2019 月 12 月 4 日朝刊 1 頁。
（3） 文部科学省「読解力向上プログラム」



























kokusai/pisa/pdf/2018/03_result.pdf（アクセス：2019 年 12 月 5 日））を参考に著者作成。
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セス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（5） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 7 日）を参照されたい。
（6） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 9 日）を参照されたい。
（7） 文部科学省　中央教育審議会「初等中等教育における教育課程の基準の在り方について（諮問）」




pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
―229―
相原安澄：大学における発見学習及び問題解決学習を取り入れた簿記教育の事例研究
　同年 2016 年にはベネッセ教育総合研究所が，「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告
書」を公表し，大学 1 年生から 4 年生までの 4,948 名（男子 2,680 名，女子 2,268 名）を




























（9） ベネッセ教育総合研究所「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告書」
　　 （https://berd.benesse.jp/up_images/research/3_daigaku-gakushu-seikatsu_04.pdf（アクセス：2019 年 12 月
6 日））を参照されたい。
（10） 文部科学省「平成 29 年・30 年改訂学習指導要領解説」
　　 （www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/09/30/1421692_8.
pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（11） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 12 日）を参照されたい。
（12） 文部科学省「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）用語解説」
　　 （http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/17/1411360_6_1.
pdf（アクセス：2019 年 11 月 25 日））を参照されたい。
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学びをつくりだす―BGU の魅力ある授業づくり―』文京学院大学人間学部 FD 委員会，2019 年 7 月，6 頁。
（14） 時事通信社出版局『教育用語の基礎知識』2019 年 9 月，10～11 頁。
（15） 同上，8 頁。
（16） 島本克彦「高等学校会計について―米国の取り組みから日本の高等学校会計を考える―」『産業經理』第 76
巻第 4 号，産業経理協会，2017 年，1 月，104 頁。





































（18） A.C. Littleton, The Purpose of Accounting Education Proceedings of International Conference on 
Accounting Education, 1962.10,pp12-20.
　　 （徐龍達訳「リトルトン教授『会計教育の目的』」『會計』第 87 巻，森山書店，1965 年 2 月，145 頁。）
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その中で，日商簿記検定 2 級講座での実践例を挙げる。日商簿記検定 2 級は年 3 回実施さ








　図表 2 では，日商簿記検定 2 級講座の商業簿記における指導計画案を示す。また，図表
（19） 濱田峰子「簿記教育における内発的学習意欲の育成を目指したカリキュラムについての考察」『星稜論苑』
第 46 号，金沢星稜大学学会短期大学部会，2017 年，12 月，29 頁。
（20） 脇山昇「会計教育の再検討（3）」『社会文化研究所紀要』第 48 号，九州国際大学社会文化研究所，2001 年，7
月，140 頁。
（21） 島本克彦『簿記教育上の諸問題』関西学院大学出版会，2015 年 3 月，29 頁。
（22） 関根慎吾「公民としての資質・能力の基礎と教養としての簿記教育―新中学校学習指導要領における簿記会


























































格率を比較した日商簿記検定の合格率を示す。第 146 回（2017 年 6 月実施）から 153 回
















論点別問題 第 4 問対策 発見学習・問題解決学習






















































全国合格率 47.5％ 21.2％ 29.6％ 15.6％ 14.7％ 12.7％ 25.4％ 27.1％
瑞穂会合格率 57.1％ 38.5％ 62.7％ 40.4％ 40.3％ 11.1％ 42.6％ 36.8％
出所：日本商工会議所（https://www.kentei.ne.jp/bookkeeping/candidate-data（アクセス：2020 年 1 月 10 日））を参考に著
者作成。
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